
Tax update

前編（本誌2021年10月号）では、23年10月1日か
ら導入される消費税インボイス制度への対応のうち、
適格請求書の概要について解説しました。後編となる
本稿では、仕入税額控除および税額計算への対応を中
心に解説します。

1. 仕入税額控除の要件
適格請求書等保存方式の下において、消費税の課税
事業者がその課税仕入れに係る消費税額につき仕入税
額控除を適用する場合には、一定の事項が記載された帳
簿及び請求書等の保存が求められます（新消法30⑦）。
仕入税額控除の規定において馴染みのある法定要件
となりますが、現行の区分記載請求書等保存方式との
相違点が二つあります。一つ目は、現行では「3万円
未満の課税仕入れ」および「請求書等の交付を受けな
かったことにつきやむを得ない理由があるとき」は、
一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控除
が認められる旨が規定されていますが、適格請求書等
保存方式の開始後は、これらの規定が廃止されます。
二つ目は、現行では仕入先から交付された請求書等に
「軽減税率の対象品目である旨」や「税率ごとに区分し
て合計した税込対価の額」の記載がないときは、これ
らの項目に限って交付を受けた事業者自らがその取引
の事実に基づき追記することができますが、適格請求

書等保存方式の開始後は、このような追記をすること
ができません。

（1）帳簿の保存
適格請求書等保存方式において保存すべき帳簿の記
載事項については次の通りであり、区分記載請求書等
保存方式の下での帳簿の記載事項と同様です（相手方
の登録番号の記載は不要）。

帳簿に記載する課税仕入れの相手方の氏名又は名称
は、取引先コード等の記号・番号等による表示で差し
支えありません。また、課税仕入れに係る資産又は役
務の内容についても、商品コード等の記号・番号等に
よる表示で差し支えありませんが、この場合、課税資
産の譲渡等であるか、また、軽減対象資産の譲渡等に
係るものであるときは、軽減対象資産の譲渡等に係る
ものであるかの判別が明らかとなるものである必要が
あります（インボイス通達4-5）。
なお、請求書等の交付を受けることが困難であるな
どの理由により、次の取引については、一定の事項を
記載した帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められま
す（新消法30⑦、新消令49①、新消規15の4）。
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• 公共交通機関特例の対象として適格請求書の交付義
務が免除される3万円未満の公共交通機関による旅
客の運送

①課税仕入れの相手方の氏名又は名称
②課税仕入れを行った年月日
③課税仕入れに係る資産又は役務の内容（課税仕入れ
が他の者から受けた軽減対象資産の譲渡等に係るも
のである場合には、資産の内容及び軽減対象資産の
譲渡等に係るものである旨）

④課税仕入れに係る支払対価の額
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（2）請求書等の保存
適格請求書等保存方式において保存すべき請求書等
には、適格請求書のほか、次の書類等も含まれます
（新消法30⑨）。

取引先から適格請求書に係る電磁的記録による提供
を受けた場合であっても、電磁的記録を整然とした形
式及び明瞭な状態で出力した書面を保存することで、
仕入税額控除の適用に係る請求書等の保存要件を満た

します（新消規15の5②）。また、提供を受けた電磁
的記録をそのまま保存するときには、電子帳簿保存法
の規定を考慮した対応が求められます。
なお、自ら作成した仕入明細書等の保存をもって仕
入税額控除を適用する場合には、課税仕入れの相手方
の確認を受けるという現行の要件に加えて、その相手
方の（その適格請求書発行事業者の）登録番号をそ
の支払明細書等に記載する必要があります。従って、
23年10月1日以後に行われる課税仕入れの取引に備え
て、事前に取引の相手方の登録番号を入手しておくこ
とが望まれます。

2. 免税事業者からの仕入れに係る経過措置
適格請求書等保存方式の下では、適格請求書発行事
業者以外の者（消費者、免税事業者又は登録を受けて
いない課税事業者）からの課税仕入れについては、仕
入税額控除のために保存が必要な請求書等の交付を受
けることができないことから、仕入税額控除を行うこ
とができません（新消法30⑦）。ただし、適格請求書
等保存方式導入から一定期間は、適格請求書発行事業
者以外の者からの課税仕入れであっても、仕入税額
相当額の一定割合を仕入税額とみなして控除できる
経過措置が設けられています（28年改正法附則52、
53）。
経過措置を適用できる期間等は、23年10月1日か

ら29年9月30日までの6年間となっており、最初の3

年間について仕入税額相当額の80％の金額を、次の3

年間についての仕入税額相当額の50％の金額を仕入
税額として控除することができます（＜図1＞参照）。
なお、この経過措置の適用を受けるためには、経過
措置の適用を受ける課税仕入れである旨を記載した帳
簿及び相手方（適格請求書発行事業者以外の者）から
受領した請求書等の保存が要件となります。「経過措
置の適用を受ける課税仕入れである旨」の記載につい
ては、個々の取引ごとに「80％控除対象」、「免税事
業者からの仕入れ」などと記載する方法のほか、例え
ば、本経過措置の適用対象となる取引に、特定の記
号・番号等を表示し、かつ、これらの記号・番号等が
「経過措置の適用を受ける課税仕入れである旨」を別
途表示する方法が認められていますので、会計システ
ムにおいて本経過措置のための税コードを設定して、

出典：国税庁ウェブサイト

①適格簡易請求書
②適格請求書又は適格簡易請求書の記載事項に係る電
磁的記録

③適格請求書の記載事項が記載された仕入明細書、仕
入計算書その他これに類する書類（課税仕入れの相
手方の確認を受けたものに限るものとし、書類に記
載すべき事項に係る電磁的記録を含む）

④次の取引について、媒介又は取次ぎに係る業務を行
う者が作成する一定の書類（書類に記載すべき事項
に係る電磁的記録を含む）
• 卸売市場において出荷者から委託を受けて卸売の
業務として行われる生鮮食料品等の販売

• 農業協同組合、漁業協同組合又は森林組合等が生
産者（組合員等）から委託を受けて行う農林水産
物の販売（無条件委託方式かつ共同計算方式によ
るものに限る）

▶図1　免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置

• 適格簡易請求書の記載事項（取引年月日を除きます）
が記載されている入場券等が使用の際に回収される
取引（①に該当するものを除く）

• 古物営業を営む者の適格請求書発行事業者でない者
からの古物（古物営業を営む者の棚卸資産に該当す
るものに限る）の購入

• 質屋を営む者の適格請求書発行事業者でない者から
の質物（質屋を営む者の棚卸資産に該当するものに
限る）の取得

• 宅地建物取引業を営む者の適格請求書発行事業者で
ない者からの建物（宅地建物取引業を営む者の棚卸
資産に該当するものに限る）の購入

• 適格請求書発行事業者でない者からの再生資源及び
再生部品（購入者の棚卸資産に該当するものに限る）
の購入

• 適格請求書の交付義務が免除される3万円未満の自
動販売機及び自動サービス機からの商品の購入等

• 適格請求書の交付義務が免除される郵便切手類のみ
を対価とする郵便・貨物サービス（郵便ポストに差
し出されたものに限る）

• 従業員等に支給する通常必要と認められる出張旅費
等（出張旅費、宿泊費、日当及び通勤手当）

インボイス制度実施に当たっての経過措置について

○ インボイス制度の実施後は、免税事業者や消費者など、適格請求書発行事業者以外から
行った課税仕入れに係る消費税額を控除することができなくなる。
○ しかし、激変緩和の観点から、免税事業者等からの仕入れについても、インボイス制度
実施後６年間は仕入税額相当額の一定割合を控除可能な経過措置が設けられている。

軽減税率実施

令和元年10月
（2019年）

インボイス制度実施

令和５年10月
（2023年）

令和８年10月
（2026年）

令和11年10月
（2029年）

3年

3年

４年

免税事業者からの仕入れにつき
８０％控除可能※

免税事業者からの仕入れにつき
５０％控除可能※

区分記載請求書等保存方式

控除不可

インボイス制度の実施に当たり、１０年間の経過措置期間を設けている
（免税事業者はこの間に、課税事業者への転換の要否を見極めながら対応を検討）

免税事業者からの仕入れにつき
全額控除可能

※ 仕入税額控除の適用にあたっては、免税事業者等から受領する区分記載請求書等と同様の事項が記載された請求書等の保存と本経過
措置の適用を受ける旨（８割控除・５割控除の特例を受ける課税仕入れである旨）を記載した帳簿の保存が必要 （財務省資料）
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取引の都度その税コードを取引データに入力しておく
ことが実務的な対応方法であると考えます。

3. 適格請求書等保存方式の下での税額計算
（1）売上税額の計算方法
適格請求書等保存方式における売上税額については、
原則として、課税期間中の課税資産の譲渡等の税込金
額の合計額に110分の100（軽減税率の対象となる場
合は108分の100）を掛けて計算した課税標準額に
7.8％（軽減税率の対象となる場合は6.24％）を掛け
て算出します（割戻し計算）。また、これ以外の方法と
して、交付した適格請求書及び適格簡易請求書の写
し（電磁的記録により提供したものも含む）を保存し
ている場合に、そこに記載された税率ごとの消費税額
等の合計額に100分の78を乗じて計算した金額とする
こともできます（積上げ計算）（新消法45⑤、新消令
62）。
なお、売上税額の計算は、取引先ごとに割戻し計算
と積上げ計算を分けて適用するなど、併用することも
認められますが、併用した場合であっても売上税額の
計算につき積上げ計算を適用した場合に当たるため、
仕入税額の計算方法に割戻し計算を適用することはで
きません（インボイス通達3-13）。

（2）仕入税額の計算方法
適格請求書等保存方式における仕入税額の計算方法
は、上記（1）の売上税額と同様に積上げ計算と割戻し
計算が認められています。
積上げ計算では原則として、交付された適格請求書
などの請求書等に記載された消費税額等のうち課税仕
入れに係る部分の金額の合計額に100分の78を掛けて
算出します（請求書等積上げ計算）（新消法30①、新
消令46①）。また、これ以外の方法として、課税仕入
れの都度、課税仕入れに係る支払対価の額に110分の
10（軽減税率の対象となる場合は108分の8）を乗じ
て算出した金額（1円未満の端数が生じたときは、端
数の切捨て又は四捨五入）を仮払消費税として、帳簿
に記載している場合は、その金額の合計額に100分の
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▶図2　適格請求書等保存方式における税額計算方法

本文中略称 正式名称

新消法 令和5年10月1日施行消費税法（平成28年3月31日号
外法律第15号）

新消令 令和5年10月1日施行消費税法施行令（平成30年3月
31日号外政令第135号）

28年改正法附則 所得税法等の一部を改正する法律（平成28年3月31日
法律第15号）附則

1①一 第1条第1項第1号

インボイス通達 消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存
方式に関する取扱通達

＜凡例＞

78を掛けて算出する方法も認められます（帳簿積上げ
計算）（新消令46②）。
なお、仕入税額の計算に当たり、請求書等積上げ計
算と帳簿積上げ計算を併用することも認められます
が、これらの方法と割戻し計算を併用することは認め
られません（インボイス通達4-3）。
一方、割戻し計算では、課税期間中の課税仕入れに
係る支払対価の額を税率ごとに合計した金額に110分
の7.8（軽減税率の対象となる部分については108分の
6.24）を掛けて算出することができます（新消法30①、
新消令46③）。ただし、仕入税額を割戻し計算するこ
とができるのは、売上税額を割戻し計算する場合に限
ります。
上記の売上税額と仕入税額の計算方法の組み合わせ
をまとめると＜図2＞のようになります。

インボイス制度の施行まで2年を切りました。業種
業態によって、免税事業者との取引の多寡によって、
または使用しているシステムの機能によって、まだ2

年と考える企業とあと2年しかないと考える企業に分
かれます。新制度は少なからず企業の損益・業務オペ
レーションおよびシステムに影響を与えます。その影
響度の調査や課題点の洗い出しを含めて、早めに制度
対応のためのロードマップを作成することが望ましい
です。

出典：国税庁「適格請求書等保存方式の概要」

Ⅲ　おわりに
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